
※ＭＯＴ光 別紙料金表 

 

１．光回線基本料 

   ※上記に記載がない料金については、NTT東日本および NTT西日本の定めるところに準じます。 

 

２．光電話基本料 

光電話プラン 月額利用料金 

ＭＯＴ光電話 500円（税抜） 

ＭＯＴ光電話プラス 1,500円（税抜） 

ＭＯＴ光電話オフィスタイプ 1,300円（税抜） 

ＭＯＴ光電話オフィスプラス 1,100円（税抜） 

   ※上記に記載がない料金については、NTT東日本および NTT西日本の定めるところに準じます。 

 

３．光電話対応アダプター対応アダプターレンタル料金 

光電話対応アダプター 月額利用料金（税抜） 

ＭＯＴ光電話対応ルータ(無線 LANカードなし) 200円（税抜） 

ＭＯＴ光無線 LANカード利用料 100円（税抜） 

ＭＯＴ光無線 LANカード追加(2枚目以降 1枚ごと) 300円（税抜） 

ＭＯＴ光電話 4チャネル対応アダプター 1,000円（税抜） 

ＭＯＴ光電話 8チャネル対応アダプター 1,500円（税抜） 

ＭＯＴ光電話 23チャネル対応アダプター 5,400円（税抜） 

ＭＯＴ光スマートタイプ用 WiFiルータ（東日本用） 0円（税抜） 

  ※上記に記載がない料金については NTT東日本および NTT西日本の定めるところに準じます。 

  

光回線サービスタイプ プラン 提供エリア 月額利用料金 

ＭＯＴ光 ファミリー・ 

スマートタイプ (戸建て) 

プロバイダセット 東日本 5,700円（税抜） 

回線単体 東日本 4,700円（税抜） 

ＭＯＴ光 ファミリータイプ  

(戸建て) 

プロバイダセット 東日本・西日本 5,400円（税抜） 

回線単体 東日本・西日本 4,400円（税抜） 

ＭＯＴ光 マンション・スマート

タイプ (集合住宅) 

プロバイダセット 東日本 4,700円（税抜） 

回線単体 東日本 3,700円（税抜） 

ＭＯＴ光 マンションタイプ 

(集合住宅) 

プロバイダセット 東日本・西日本 4,400円（税抜） 

回線単体 東日本・西日本 3,400円（税抜） 



４．初期工事費 

区分 工事費 

屋内配線の工程がある場合 戸建て向け 18,000円（税抜） 

屋内配線の工程がある場合集合住宅向 15,000円（税抜） 

屋内配線の工程がない場合 7,600円（税抜） 

※上記に記載がない料金については、NTT東日本および NTT西日本の定めるところに準じます。 

 

５．品目変更に関する工事費 

区分 工事費 

 「集合住宅向け」から「戸建て向け」への変更 18,000円（税抜） 

 「戸建て向け」から「集合住宅向け」へ変更 15,000円（税抜） 

 「光配線方式」と「VDSL 方式」間での変更 15,000円（税抜） 

 「フレッツ光 ネクスト ビジネスタイプ」から「ＭＯＴ光」への変更 ※1  7,600円（税抜） 

 「フレッツ光 ライト」から「ＭＯＴ光」への変更 ※1  7,600円（税抜） 

 「100M」または「200M」と「1G」との変更(派遣) ※1  7,600円（税抜） 

 「100M」または「200M」と「1G」との変更(無派遣)  2,000円（税抜） 

※1工事の内容によっては別途工事費が発生する場合があります。土・日・祝日に工事を実施す

る場合は、工事費に加え 3,000円がかかります。 

※2 上記に記載がない料金については、NTT東日本および NTT西日本が定めるところに準じます。 

 

６．手数料 

区分 工事費 

新規事務手数料 0円（税抜） 

転用事務手数料 0円（税抜） 

※上記に記載がない料金については、NTT東日本および NTT西日本が定めるところに準じます。 

 

７．通信時間の測定等 

通信時間の測定等については、NTT 東日本および NTT 西日本が定めるところに準じます。 

 

８．国際通信の取扱い地域 

国際通信の取扱い地域は、NTT東日本および NTT西日本が定めるところに準じます。 

 

９．解約にかかる費用および機器損害金の支払い義務 

解約にかかる費用および機器損害金の支払い義務は、個別規定および追加規定に従いますが、

とくに規定がないものに関しては、NTT東日本およびNTT西日本が定めるところに準じます。 

 



１０．当社貸与機器の返却 

ＭＯＴ光サービス利用契約に伴い、キャンペーン等で契約者に貸与しているに IP-PBX等の

通信機器が、契約者が紛失等で返却ができなくなった場合は、機器賠償金として 39,800 円を

契約者に請求します。 

 

１１．その他 

上記の他、ユニバーサルサービス料金や付加機能に係る損害賠償等の細目については、NTT

東日本および NTT西日本が定めるところに準じます。 

 

以上 


